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　令和 ７年度水防功労者国土交通大臣表彰式が、令
和 ８年１月２７日（火）に国土交通省にて開催され、水
防活動に従事し、被害の軽減に貢献した ３団体と永
年功労者１８名の方々に対して、酒井国土交通副大臣
から表彰状が授与されました。
　我が国は、地形、気象等の自然条件が厳しく、毎
年のように豪雨や台風による洪水等が全国各地で発
生しています。昨年は、 ７月１０日からの大雨、 ８月
６日からの大雨、 ９月 ３日からの大雨等により、各
地で大規模な災害が相次ぎました。国土交通省では、
水災害に強い国土づくりに向け、あらゆる関係者が
協働して行う「流域治水」を強力に推進していると
ころですが、被害を最小限にとどめるため、河川整
備等のハード対策に加え、河川整備との「車の両輪」
となって被害を最小限にとどめる水防活動の重要性
は、気候変動に伴い水害が激甚化・頻発化している
中、ますます重要になってきています。
　今回受賞された方々は、地域の安全を守るため、
日頃から訓練を積み重ね、災害時の厳しい現場の最
前線で水防活動に従事し、平時においては、団員等
の指導・育成、地域の防災意識向上のため、永年に
わたり尽力されてこられました。
　水防活動の原点は、自らの地域を守るための地域
住民による自発的な活動です。この水防活動の理念
を実践・継続されてきた受賞者の方々の功績は誠に
顕著であり、全国の模範となるものです。あらため
て、受賞者の皆様にお祝い申し上げます。

　また、本表彰とは別に、水防という勤務の特殊性
にかんがみ、その功労に報いることを目的として、
水防団員として多年勤続され、退職された方 （々本
年度は全国で２４４名）に対して、国土交通大臣から
退職水防団員等報償が行われています。

　本年度の受賞者等の概要は次のとおりです。

１　水防功労者国土交通大臣表彰
⑴　水防活動に従事した功績（ 3団体）
� （敬称略）
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⑵　永年功労者（個人：専任水防団員）（１8名）
� （敬称略）
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　　 【木曽川右岸地帯水防事務組合　
　　　　　　　前渡水防団（岐阜県）】
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　　 【静岡市水防団　足久保川分団（静岡県）】
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　　 【静岡市水防団　安倍川第 ５分団（静岡県）】
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　　 【淀川・木津川水防事務組合　
　　　　　　　向島水防団（京都府）】

令和 7 年度水防功労者国土交通大臣表彰

国土交通省水管理・国土保全局河川環境課水防企画室
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　　 【淀川右岸水防事務組合水防団　
　　　　　　　西淀川第１２水防区（大阪府）】
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　　 【淀川左岸水防事務組合水防団　
　　　　　　　港第 ４防潮区（大阪府）】
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　　 【淀川右岸水防事務組合　
　　　　　　　水防団本部（大阪府）】
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　　 【淀川左岸水防事務組合水防団（大阪府）】
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　　 【淀川左岸水防事務組合水防団　
　　　　　　　出口水防区（大阪府）】

道 府 県 名 人数

北 海 道 １名

埼 玉 県 16名

岐 阜 県 61名

静 岡 県 86名

京 都 府 12名

大 阪 府 68名

合　　　計 244名

２ 　退職水防団員等報償

表彰状の授与（酒井国土交通副大臣より）

記念撮影
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https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo06_hh_000339.html

　 本日 １ 月16日（金）に「国土交通省防災・減災対策本部（第13回）」（本部長：金子国土交通大臣）
を書面開催し、令和 ７ 年 ７ 月の「南海トラフ地震防災対策推進基本計画」の変更（中央防災会議決
定）等を踏まえ、「国土交通省南海トラフ巨大地震対策計画」を改定しました。 

　

「国土交通省南海トラフ巨大地震対策計画」 を改定しました
～南海トラフ巨大地震に対し、 省の総力を挙げて取り組む対策をとりまとめ～

令和 8 年 1 月16日 水管理・国土保全局 防災課
大臣官房参事官（運輸安全防災）

いのちとくらしをまもる 防災減災

１ ．概　　要
　「国土交通省南海トラフ巨大地震対策計画」は、
南海トラフ巨大地震による国家的な危機に備えるべ
く、国土交通省の総力を挙げて取り組む対策をまと
めた計画です。
　本日 １ 月16日（金）に「国土交通省防災・減災対策
本部（第13回）」（本部長：金子国土交通大臣）を書
面開催し、「国土交通省南海トラフ巨大地震対策計
画」を改定しました。
　令和 ７ 年 ７ 月に変更された「南海トラフ地震防災
対策推進基本計画」（中央防災会議決定）において、

「命を守る」対策と「命をつなぐ対策」の重点化等
の考え方が示されたこと等を踏まえ、国土交通省と
しても、津波や建物倒壊等による直接死を減らす「命
を守る」対策に引き続き取り組むとともに、災害関
連死を防止する「命をつなぐ」対策に取り組んでま

いります。
　具体的な計画改定の内容等については、別添の概
要をご覧ください。

２ ．そ の 他
・「国土交通省南海トラフ巨大地震対策計画」の本

文は、国土交通省ホームページの下記 URL 内に
掲載します。

【URL】https://www.mlit.go.jp/river/bousai/
earthquake/nankai/index.html

・「国土交通省防災・減災対策本部」の会議資料は、
国土交通省ホームページの下記 URL 内に掲載し
ます。

【URL】https://www.mlit.go.jp/river/bousai/
bousai-gensaihonbu/index.html

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo06_hh_000339.html
https://www.mlit.go.jp/river/bousai/earthquake/nankai/index.html
https://www.mlit.go.jp/river/bousai/earthquake/nankai/index.html
https://www.mlit.go.jp/river/bousai/bousai-gensaihonbu/index.html
https://www.mlit.go.jp/river/bousai/bousai-gensaihonbu/index.html
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総力を結集した対策を推進するための多様な主体との連携強化

「命を守る」対策と「命をつなぐ」対策の重点化

国土交通省南海トラフ巨大地震対策計画の変更概要（令和８年１月）

〇応急活動計画・戦略的に推進する対策の双方で、「命を守る」
「命をつなぐ」観点を踏まえ、重点的に対策に取り組む。
「命を守る」対策（津波や建物倒壊等による直接死を減らす）

「命をつなぐ」対策
（直接死を免れた被災者の命が災害関連死で失われることを防ぐ）

(例) 海岸堤防の耐震化、住宅・建築物の耐震化
その他ライフライン・インフラの強靱化、
津波避難に資する情報の周知 等

(例)ライフライン・インフラの早期復旧に向けた体制強化、
TEC-FORCEの体制強化 等

国土交通省としての体制強化 多様な主体との連携
〇組織力の強化
⇒災害対策用機械等を用いた関係機関との訓練 等

〇情報収集・共有・提供体制の強化
⇒統合災害情報システム（DiMAPS)における
 被害情報等の集約・共有の半自動化 等

道路啓開計画策定・訓練
自衛隊との連携による国交省保有
資機材等の活用強化 等

TEC-FORCEアドバイザー制度によ
る学識者との連携強化
気象防災アドバイザーと連携した地
震発生後の自治体支援の拡充 等

エリア内エネルギー供給施設に係る
民間事業者間の連携への支援 等

建築物の耐震改修

省庁・自治体

災害関連死防止のための避難者の生活環境整備等の被災者支援

複数の災害等への同時対応（複合災害対策）

専門的知識を有する人材を採用し
TEC-FORCE予備隊員として
被災地へ派遣（イメージ）

〇施設・設備・資機材の強化
⇒衛星インターネット装置等の全国分散配備 等

DiMAPSを活用した
各施設情報等の集約

気象防災アドバイザーと連携した
自治体支援の拡充

〇避難者に必要な物資の円滑な広域輸送の促進、 都市公園等の避難場所として
の活用、飲料水の確保、生活用水と衛生環境の確保、被災者向け住宅等の供給
 体制整備等を通じ、避難者の生活環境の向上に取り組む。
〇「フェーズフリー」や「ジェンダー主流化」の観点も踏まえ、被災者支援等の備えを推進。

災害時のより快適なトイレ環境確保のための
建設現場における快適トイレの普及

井戸の日常利用による
地域防災力の向上

〇複合災害は想定され得る条件が多種多様であり、災害ごとの特性に応じた対応 
をできる限り円滑に行うことが基本。

〇先発の自然災害発生後の応急対応の強化として、下記を推進。
⇒リモートセンシング（遠隔探査）技術も
 活用した先発の自然災害による
 被災エリア全体のリスクの把握、
 安全度評価手法の確立
⇒先発の自然災害発生後の施設・地形の
 変状への応急対応の強化
⇒複合災害に備える応急対応の
 オペレーション体制の構築
⇒都道府県や市区町村への技術的支援 等 ドローンによる被害把握・対策計画立案

平時、災害時に利用できる
防災トイレ（マンホールトイレ）

民間・個人

学識者・専門家

１．「命を守る」対策と「命をつなぐ」対策の重点化
２．地震動（強い揺れ）及び火災に伴う被害への対応
３．巨大な津波に伴う被害への対応
４．超広域かつ多分野にわたる被害への対応
５．災害関連死防止のための避難者の生活環境整備等の被災者支援

11．防災・減災に関する調査研究・技術開発の推進
12．総力を結集した対策を推進するための多様な主体との連携強化
13．地震防災対策の進捗や効果の定期的かつ継続的な把握

６．国内外の社会・経済に及ぼす影響への対応
７．時間差をおいて発生する地震への対策等の推進
８．複数の災害等への同時対応（複合災害対策）
９. 主体的に防災対策に取り組む社会の醸成
10．訓練等を通じた実効性のある対策の推進 ※下線：R7.7.1の基本計画変更で追加となった項目

南海トラフ地震の新たな被害想定（R7.3.31公表）

直接死 約17.7万人～ 約29.8万人
（早期避難意識70％） （早期避難意識20％）

※地震動：陸側、津波ケース①、冬・深夜、風速8m/s

災害関連死 約2.6万人～約5.2万人
※発災後の状況によっては更なる増加につながるおそれ

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ報告書（令和７年３月31日
報告書とりまとめ）

神奈川県から鹿児島県までの主に太平洋側
の広い範囲で震度６弱以上が発生
震度６弱以上の市町村数 601市町村→600市町村

静岡県から宮崎県までの主に沿岸域の一
部で震度７が発生
震度7の市町村数 143市町村→149市町村

【全割れ全11ケースの最大包絡の津波高（満潮時）】

福島県から沖縄県の太平洋側の広い範囲で高さ３ｍ
以上の津波が到達
高知県幡多郡黒潮町、土佐清水市で最大約34mの
津波
静岡県静岡市、焼津市、和歌山県東牟婁郡太地町、
東牟婁郡串本町で１ｍ以上の津波が最短２分で到達
福島県から沖縄県の広い範囲で津波による浸水が発生

南海トラフ地震防災対策推進基本計画（R7.7.1決定）の基本的方針

国土交通省南海トラフ巨大地震対策計画変更のポイント

地震防災対策の進捗や効果の定期的かつ継続的な把握 ○基本計画の毎年のフォローアップを通じ、対策計画の施策について、進捗・効果を定期的かつ継続的に把握。

※国土交通省防災業務計画についても、本計画の改定を踏まえ、修正
※一部、継続して実施する対策も含めて記載
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■南海トラフ巨大地震の発生に備え戦略的に推進する対策

■南海トラフ巨大地震発生における応急活動計画

国土交通省南海トラフ巨大地震対策計画の概要

緊急車両の通行確保のための
道路啓開

・初動体制の立ち上げ
✓活動可能な体制の構築
✓津波予報に応じた的確な防災対応のための
 地方公共団体への堤防整備状況等の情報提供
✓南海トラフ地震臨時情報への対応

・避難支援（住民等の安全確保）
✓津波避難に係るハザードマップ整備促進、
   避難路や津波到達時間等の情報周知
✓緊急地震速報、津波警報等の高精度化

○地震発生直後からの時間軸を念頭に置き、地震発生直後から、緊急的に実施すべき主要な応急活動。
○応急活動を円滑に進めるためにあらかじめ平時から準備しておくべき事項。

・被災状況等の把握
✓ヘリ・人工衛星等を活用した緊急調査
✓TEC-FORCE予備隊員の活用、
 パートナー・ アドバイザーと連携した対応

・被災者・避難者の生活支援
✓広域的な支援物資の輸送体制の構築
✓関係機関と連携した飲料水の確保・支援

救援ヘリ受入調整・運用時間拡大
対応等の空港管理者の後方支援

・強い揺れへの備え
✓住宅・建築物、宅地、公共施設の耐震化
✓地震観測等の強化
 （地震観測施設、電子基準点網等の耐災害性強化 等）
✓火災対策（密集市街地の整備改善等）
✓砂防関係施設と警戒避難体制の整備等による
   土砂災害対策
・防災力強化に向けた日頃からの備え
✓関係機関と連携した防災訓練
✓早期避難意識向上に資する防災教育
✓防災広報の充実・強化（多言語化等）
✓担い手の確保・育成
 （建設業・建設関連業の確保  等）

・施設等の復旧、被災地域の復興
✓地方管理空港等の工事代行・権限代行
✓事前復興まちづくり計画の策定支援
✓地籍調査の推進

○本計画は、南海トラフ巨大地震による国家的な危機に備えるべく、国土交通省の総力を挙げて取り組む対策をまとめたもの。
※「災害対策基本法」に基づく、「国土交通省防災業務計画」の一部として定めたもの。
※本計画の一部は、「南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法」に基づく「南海トラフ地震防災対策推進計画」として作成したもの。

○地震・津波による甚大な人的・物的被害を軽減するために取り組むべき、中長期的な視点も踏まえた予防的な対策。

海岸堤防の整備

津波避難タワーの整備促進

・巨大な津波への備え
✓避難路・避難場所の確保
 （津波避難タワー等の整備・機能向上の促進、
  道の駅の防災拠点化、都市公園の整備 等）
✓津波浸水を軽減させる施設の整備等
 （粘り強い海岸堤防の整備、
    水門等施設の自動化・遠隔化 等）
✓津波防災性や信頼性の高い緊急輸送等
 の交通基盤施設の整備

 （道路・港湾・航路・空港・鉄道等の
  広域ネットワークの確保 等）

耐震強化岸壁の整備

・被災者の救命、救助
✓災害対応力を有する巡視船艇・
航空機の整備

✓緊急車両の通行確保のための
道路啓開の実施

国交省資機材を活用した給水支援

耐震化済みの岸壁

非耐震化の岸壁

密集市街地の整備改善

・所管施設・事業者における利用者の安全確保
✓列車や航空機等の安全確保
✓エレベーター内閉じ込め救出の担い手確保

・被害の拡大防止・軽減
✓複合災害への対応
✓被災建築物等応急危険度判定
活動の実施

・被災した地方公共団体支援
✓TEC-FORCE活動計画に基づく派遣
✓情報通信機材等の派遣 等

等
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https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo06_hh_000338.html

　緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）の増強と多様な主体との更なる連携強化の取組の一環と
して、現行のTEC-FORCEロゴマークのデザインを刷新します。
　今後、TEC-FORCE（予備隊員含む）・TEC-FORCE パートナー・TEC-FORCE アドバイザー
と同一のロゴを用いて、TEC-FORCEに関連する様々な活動で使用していきます。

　

いのちとくらしをまもる 防災減災

TEC-FORCE の新たな
ロゴマークデザインを決定しました

〜 TEC-FORCE の増強と多様な主体との更なる連携強化〜

令和 8 年 1 月 9 日 水管理・国土保全局防災課
大臣官房参事官（運輸安全防災）

１ ．背　　景
　TEC-FORCE は平成20年の発足以来、東日本大
震災や西日本豪雨など様々な災害における現場対応
を積み重ね、蓄積した知見を次なる災害対応に活か
すことで着実に備えを充実してきました。
　昨年 ６月の「災害対策基本法等の一部を改正する
法律」の公布・一部施行を受け、TEC-FORCE 予
備隊員の登録などのTEC-FORCE の増強と行政機
関・民間企業・学識者などの専門性を持った多様な
主体との更なる連携強化による新たな応援体制の構
築を進めているところです。
　この取組の一環として、現行のTEC-FORCE ロ
ゴマークのデザインを刷新します。今後、TEC-
FORCE（予備隊員含む）・TEC-FORCEパートナー・
TEC-FORCEアドバイザーと同一のロゴを用いて、
TEC-FORCE に関連する様々な活動で使用してい
きます。

２ ．新ロゴマークのデザイン・使用場面
【新ロゴマークのデザイン】
・盾状構成が「被災地（赤色）を守る」点を強調
・縦線群により、国土交通省に加え、関係する多様
な主体が並び立ち、協働で対応する姿を表現

【新ロゴマークの使用場面】
・TEC-FORCE隊員の衣服
・TEC-FORCEパートナー・アドバイザーのビブス
・広報・イベント（広報資料、WEBページ）　等

使用にあたってのルール等は、国土交通省 TEC-FORCEのWEBサイト上に掲載いたします。
（URL：https://www.mlit.go.jp/river/bousai/pch-tec/index.html）

新ロゴマーク

現行ロゴマーク

（Ｈ20. 4 月～現在）
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道路法に基づく
北陸圏域道路啓開計画を策定しました

令和 7年12月２5日 北陸地方整備局道路部

https://www.hrr.mlit.go.jp/press/2025/12/251225dourobu%EF%BC%881%EF%BC%89.pdf

　道路法（昭和27年法律第180号）第22条の 3に基
づく「北陸圏域道路啓開計画」の策定に向けて、こ
れまで「北陸圏域道路啓開計画策定協議会」を設置

し、議論を進めてまいりました。
　今回、協議会での協議を経て「北陸圏域道啓開計
画」を策定しましたのでお知らせいたします。

○計画策定者：北陸圏域道路啓開計画策定協議会
北陸圏域道路啓開計画策定協議会 名簿

 

機関 役職 備考

【道路管理者】

北陸地方整備局 企画部長

北陸地方整備局 道路部長 会長

北陸地方整備局 統括防災官

新潟県 土木部長

富山県 土木部長

石川県 土木部長

新潟市 土木部長

東日本高速道路（株）新潟支社 道路事業部長

中日本高速道路（株）金沢支社 高速道路事業部長

富山県道路公社 事務局長

【関係機関】

関東管区警察局 広域調整部長

中部管区警察局 総務監察・広域調整部長

新潟県警察本部 交通部長

富山県警察本部 交通部長

石川県警察本部 交通部長

北関東防衛局 企画部長

近畿中部防衛局 企画部長

陸上自衛隊　第１０師団 第３部長

新潟県消防長会 会長

富山県消防長会 会長

石川県消防長会 会長

新潟県福祉保健部 福祉保健部長

富山県厚生部 厚生部長

石川県健康福祉部 健康福祉部長

（一社）日本建設業連合会北陸支部 支部長

（一社）日本道路建設業協会北陸支部 支部長

（一社）新潟県建設業協会 会長

（一社）富山県建設業協会 会長

（一社）石川県建設業協会 会長

（一社）日本建設機械施工協会北陸支部 支部長

（一社）建設コンサルタンツ協会北陸支部 支部長

（一社）全国地質調査業協会連合会　北陸地質調査業協会 理事長

（一社）全国測量設計業協会連合会　北陸地区協議会 会長

東北電力ネットワーク(株) 新潟支社 総務広報部長

北陸電力送配電（株） 総務・コンプライアンス推進部長

NTT東日本(株)埼玉事業部新潟支店　 設備部長

NTT西日本(株)北陸支店 設備部長

（公社）日本水道協会　新潟県支部 新潟県支部

（公社）日本水道協会　富山県支部 富山県支部

（公社）日本水道協会　石川県支部 石川県支部

新潟県ガス協会 技術部会長

（一社）富山県エルピーガス協会 専務理事

（一社）石川県エルピーガス協会 専務理事

特定非営利活動法人（認定NPO法人）
全国災害ボランティア支援団体ネットワーク

技術系専門委員
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○道路啓開の方法

北北陸陸圏圏域域道道路路啓啓開開計計画画のの概概要要（（１１／／３３））

目的

計画の概要

令和６年１月に発生した能登半島地震においては、人命救助やライフラインの早期復旧、孤立集落への交通確保のための道路啓開の重要性が再認識され、これ
を踏まえ、令和７年に道路法を改正し、道路啓開計画が法定化された。

北陸圏域道路啓開計画は、北陸圏域内（新潟県、富山県、石川県）の道路管理者及び関係者からなる協議会での協議を経て、能登半島地震での教訓等を踏まえ、
道路法第22条の3に定める道路啓開計画として、関係機関との連携・協力により、大規模災害時において、道路啓開の実効性の向上を図ることを目的とする。

・近年、北陸圏域（新潟県、富山県、石川県）で発生した最大規模の地震である「令和６年能登半島地震」
を対象とする
（被災エリア※：輪島市、珠洲市、七尾市、志賀町、能登町、穴水町、中能登町（３市４町））

・発災後72時間以内の道路啓開を目標とし、防災拠点と連絡する路線を設定
・能登半島地震の教訓をふまえ、海路、空路でのアクセスルートも設定

○対象とする災害

○道路啓開の目標、優先的に道路啓開を実施する路線・区間

((表表１１））防防災災拠拠点点

・本来道路管理者に代わって国が啓開する路線を設定（直轄啓開予定道路）
・啓開作業を担う企業、団体を啓開路線毎に予め設定

写真① 自衛隊と連携し海路を活用
（輪島市内 深見浜）

写真② ヘリポートとして活用
道の駅「千枚田ポケットパーク」

・広域支援ルートのうち広域進出拠点までの主軸となる区間として

｢七尾市から輪島市役所および珠洲市役所にアクセスする路線・区間」を設定

路線設定
の考え方

【県管理道路】（合計 約９０km）
E41能越自動車道、国道249号、のと里山海道（（主）七尾輪島線））、(主)輪島山田線、
(主)珠洲穴水線、(主)内浦柳田線、(一)柏木穴水線

直轄啓開
予定道路

【県管理道路】（合計 約４０km）
国道249号、(主)七尾輪島線

代替路

((表表３３））海海路路･･空空路路ででののアアククセセスス箇箇所所

選定理由

緊急輸送道路でアクセ
ス可能な港を設定

港

海
路 能登半島地震で活用さ

れたエアクッション艇の
上陸を想定

砂浜
等

のと里山空港空港

空
路

石川県地域防災計画で
設定されている箇所

ヘリ
ポート

ヘリが離着陸が可能な
道の駅を設定

道の駅
駐車場

（（表表４４））直直轄轄啓啓開開予予定定道道路路

※石川県地域防災計画より選定 （（表表２２））優優先先的的にに啓啓開開すするる路路線線

・広域進出拠点を連絡する
ルート

広域支援ルート
(24時間以内を目標)

・広域支援ルートと進出拠点
を連絡するルート

被災地進出ルート
(48時間以内を目標)

・被災が想定される地域内の
ルート

被災地内ルート
(72時間以内を目標)

・広域応援部隊が移動する際の目標
とする拠点（市役所等）
・災害拠点病院など救命救助の拠点

広域進出
拠点

・被災地進出に向けた拠点進出拠点

・被災地内での活動を行う拠点
救助活動
拠点

｢本計画の被災エリアのうち、複数市町で震度６強以上を観測する地震が発生した場合」とする

・直轄啓開の発動条件は、

珠洲市

輪島市

能登町

穴水町

志賀町

中能登町

七尾市

※能登半島地震での道路被災状況および道路啓開状況を踏まえ設定

能能登登半半島島地地震震でではは大大川川浜浜、、深深見見浜浜かからら
エエアアククッッシショョンン艇艇でで被被災災地地ににアアククセセスス

大大川川浜浜

深深見見浜浜

輪島港

穴水港

宇出津港

飯田港

福浦港

七尾港

真浦漁港

小木港

狼煙漁港高屋漁港
長橋漁港

名舟漁港
ＨＨ

ＨＨ

ＨＨ

ＨＨ

ＨＨ

ＨＨ

ＨＨ

ＨＨ

ＨＨ

ＨＨ

ＨＨ

ＨＨ

ＨＨ

図１：優先的に道路啓開を実施する路線・区間
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備蓄量

(道路管理者＋協定業団体)

津波堆積物
【津波浸水区域】
道路啓開延長×5m×4cm

13,250m3 土砂・盛土材 1,769m3 現地発生材の使用を想定

沿道建物倒壊
【DID地区を対象】
道路啓開延長×5m×市町別瓦礫発生量

840m3 砕石 1,090m3 17,804m3

段差・亀裂等 57箇所 大型どのう 1,930袋 33,941袋

斜面崩落 49箇所 バックホウ 78台 1,684台

盛土崩壊 13箇所 ブルドーザ 9台 621台

＜津波浸水区域に囲まれた地域を対象＞
道路啓開延長×交通密度(台/km）

142台 レッカー車 4台 15台

必要な資機材量

ガレキ

道路
被災

放置車両等撤去

道路啓開延長×震度別道路被害率×
道路別被災内訳

被災分類
算出概要

※道路啓開幅：5m
被災量

直轄 県・市管理

震度5弱 0.035 0.016
震度5強 0.11 0.049
震度6弱 0.16 0.071
震度6強 0.17 0.076
震度7 0.48 0.21

震度

道路施設被害率
(箇所/km)

直轄
国道

のと里山
海道等

県・市町
管理道路

段差・
亀裂等

1.00 0.48 0.41

斜面崩落 0.00 0.04 0.54

盛土崩落 0.00 0.48 0.05

被災内訳（割合）

北北陸陸圏圏域域道道路路啓啓開開計計画画のの概概要要（（２２／／３３））

計画の概要

・道路啓開の実効性を高めるため、道路管理者のほか、警察、消防、自衛隊、建設関連団体、
ライフライン事業者、医療関係、技術系ＮＰＯ等が参加する実践的な訓練を実施

・下記、訓練メニューを適宜組み合わせて、年１回以上を実施する年次計画を策定

○実践的な訓練 ○情報収集・伝達

図４：道路管理者と関係者との情報収集・伝達系統図

写真③ 倒壊電柱の除去訓練 写真④ 海からの上陸訓練
（防衛省自衛艦隊HPより）

・能登半島地震では発災直後、公衆通信網が途絶したが、衛星通信車やスターリンク等の
民間衛星回線を活用し通信手段を確保したことから、災害に強い通信手段を導入・活用

○資機材の備蓄・調達

・能登半島地震の被災状況を踏まえ、被災量と
必要資機材量、それに対する備蓄量を整理

・災害協定による資機材も加えることで、必要
な資機材を確保できることを確認

※簡易的な道路復旧に有効な常温合材について
も備蓄量を設定

※災害復旧等に必要なアスファルトプラント等
の位置を図示

・道路啓開、孤立、ライフライン等の各種情報の収集・伝達に関する体制を構築

Starlink

写真⑤ 民間衛星回線の設置訓練
（能登半島地震での活用状況）

（（表表５５））訓訓練練メメニニュューー

図３：必要資機材の算定

備
蓄
量
と
比
較

１．初動対応訓練 

 

 

・孤立情報の収集と優先啓開ルート検討 

・ライフラインの被災状況を踏まえた優先啓開ルート検討 

・衛星画像、ドローン、自転車等を活用した被災地調査 

２．資機材搬入 

  道路啓開訓練 

 

 

・災害協定企業等関係者が連携した土砂・がれき・倒木の撤去訓練 

・空路・海路を活用した重機搬入・被災地アクセス訓練 

・自衛隊と連携した土砂・がれき撤去訓練 

・電力会社と連携した電柱等撤去訓練 

・放置車両等の移動訓練 

３．連絡体制確認 

訓練 

・関係機関との被災状況、道路啓開情報の情報伝達訓練 

・２４条承認の特例の実施に関する連絡調整 

４．通信手段確保 

デジタル活用訓練 

・通信手段途絶状態における通信手段確保訓練（スターリンク等） 

・災害情報共有システム等を活用した情報共有訓練 
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北北陸陸圏圏域域道道路路啓啓開開計計画画のの概概要要（（３３／／３３））

計画の概要

○啓開計画の策定と見直し

・ 計画策定は、道路管理者および関係機関で構成する「北陸圏域道路啓開計画策定協議会」での
審議およびワーキンググループで議論のうえ作成

・策定後は、被災想定の見直しや災害対応の教訓等を踏まえ、定期的(５年に１回)に計画を見直す

○道の駅の活用

○優先啓開ルート上のリスクの整理と迂回路の設定

○能登半島のネットワークの課題

○複合災害への備え

・災害時の道の駅の迅速な活用及び
機能強化に向けて

各道の駅を地図上に整理し、防災
機能の現状等を整理

広域進出拠点として「のと里山空
港」、進出拠点として「織姫の里な
かのと」を設定

道の駅「桜峠」「なかじまロマン峠」
については、今後、防災対応トイレ
整備等の防災機能強化を行い、新
たに進出拠点等に設定予定

・優先啓開路線にあるリスク
（落橋、盛土・法面の崩壊
等）を図示

・落橋や大規模盛土崩落のおそ
れのある箇所は迂回路を設定

・能登半島における道路ネットワークの課題と
今後の方向性について検討

【課題】

【広域道路ネットワーク基本方針】

・三方を海に囲まれアクセスが限定
・高規格道路は能越道、のと里山海道のみ
・奥能登地域は緊急輸送道路の密度が小さい など

・「拠点連絡」「信頼性・対災害性」「観光周遊」の３つの
サービスの柱でそれぞれネットワークを検討し、

基本方針としてとりまとめ

【他の自然災害との複合災害】
• 地震・津波発生後に大雨や

大雪が加わる被災シナリオ
を設定

• シナリオに基づく各種リス
クを図示し関係者間で共有

【原子力災害との複合災害】

• 志賀原発の避難ルートと道路
啓開ルートとの関係を確認

• 複合災害発生時には、関係機
関と連携し、避難ルートについ
ても道路の被災状況を速やか
に把握した上で、道路啓開を
実施

図５：能登半島における道の駅

図６：優先啓開ルート上のリスクと迂回路

図７：能登半島における広域道路ネットワーク基本方針

図８：啓開優先ルートと志賀原発に係る基本的な避難ルート

広域支援ルート

被災地進出ルート

被災地内ルート

原子力災害時における
基本的避難ルート

概概 要要凡凡例例
求求めめらられれるる

ササーービビスス・・機機能能

・南北に細長い能登半島における能登地域
全体での連結強化
・各拠点を道路種別や管理主体にとらわれ
ず、一連のサービス速度で連結

拠点連絡

・地域生活や産業活動に必要な医療・物流・
生活インフラ拠点を結ぶ
・耐震性や復旧性を備え、災害時にも機能す
るネットワーク

信頼性・
耐災害性

・能登の絶景、自然の恵み、祭礼・伝統技術
など、魅力的な能登を周遊する観光圏形成
（「道の駅」、サイクルツーリズム、風景街道
等に配慮）

観光周遊

7） のと里山空港

16） 織姫の里なかのと

12） 桜峠

9） なかじまロマン峠

道の駅名

道の駅名

拠点とする道の駅

拠点とする道の駅

防災道の駅

防災拠点自動車駐車場
（道の駅）

道の駅

（予定）

七尾市拡大図

能登町拡大図

<凡例>

［橋梁耐震補強］

落橋防止性能未対策の橋梁

速やかな機能性能回復

未確保の橋梁

［盛土対策］

盛土対策必要箇所

盛土対策必要箇所（点検中）

［その他］

防災点検要対策箇所

無電柱化整備済箇所

避難路沿道建築物の耐震化状況
（耐震性が不足する建築物がある区間）

盛土対策必要箇所（点検中含む）
および耐震補強未完了箇所を
回避する迂回ルート案

＜凡例＞

55kkmm

3300kkmm
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協会だより

災害復旧技術専門家登録証伝達式

　災害復旧技術専門家は国や都道府県を退職された
方々で、国土交通本省防災課の災害査定官や国、都
道府県の防災担当の本庁課長級もしくは土木事務所
長等の経歴を有し、災害復旧業務に長年携わり制度
を熟知し災害復旧事業に関する高度な技術的知見を
有する経験豊富な技術者です。災害復旧技術専門家
に登録するには、ご本人からの申請と在職していた

都道府県の災害担当部局、国の場合は災害復旧技術
専門家担当ブロックからの推薦に基づき審査し認定
登録しています。登録証等は推薦機関よりご本人に
伝達していただいており、今回、令和 7年10月27日
付で登録となった、神奈川OBの方 ２名の伝達式の
様子をご紹介いたします。

伝達（千葉淳氏） 藤﨑伸二郎氏

神奈川県

◯令和 7年12日16日
　神奈川県県土整備局長　池田一紀様から千葉淳氏
（国際航業㈱神奈川支店）に登録証を伝達していた
だきました。伝達式には、県土整備局総務室企画調
整担当課長（企画調整官）の山際健一様に立ち会っ
ていただき、災害復旧技術専門家関東ブロック（神

奈川県）からは、小内　薫氏、鶴木拓也氏、久保　
徹氏の ３名が立ち会いました。
　なお、当日、伝達できなかった藤﨑伸二郎氏（一
般財団法人　橋梁調査会）には、登録証を受け取っ
た写真を送ってもらいました。

山際課長様　　鶴木氏　　小内氏　　久保氏
千葉氏　　池田局長様
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箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額

<1> <20,000> <1> <20,000>

)004,6()2()004,6()2(

]020,855[]4[]020,855[]4[

北 海 道  541,516,9 731 000,75 3 541,853,9 331 000,002 1

>000,040,3<>8<>000,040,3<>8<

)531,55()6()531,55()6(

]081,361[]3[]081,361[]3[

青 森  513,403,6 66 513,324,3 72 000,005 1 000,183,2 83

[1] [765] [1] [765]

岩 手  490,566 71 567,54 2 000,54 3 000,002 1 923,473 11

>004,92<>2<>004,92<>2<

)002,31()1()002,31()1(

]000,06[]2[]000,06[]2[

宮 城  257,215,1 34 000,05 1 000,06 2 000,006 1 257,208 93

]000,6[]1[]000,6[]1[

秋 田  079,748,51 422 000,003 2 079,745,51 222

<1> <4,000> <1> <4,000>

]391,601[]2[]000,51[]1[]391,19[]1[

山 形  373,224,2 61 000,91 2 081,383 2 391,154,1 4 000,965 8

福 島  715,685 6 966,725 1 848,85 5

(1) (5,000) (1) (5,000)

群 馬  006,17 4 000,01 2 006,16 2

埼 玉  974,22 1 974,22 1

千 葉  000,07 5 000,07 5

>000,052,1<>1<>000,052,1<>1<

)000,2()2()000,2()2(

]000,002,2[]6[]000,002,2[]6[

東 京  000,271,4 65 000,271,4 65

神 奈 川 1 14,000 1 14,000 

)008,5()1()008,5()1(

]003,032[]4[]000,441[]1[]003,68[]3[

新 潟  001,122,9 002 000,58 3 000,748 42 000,054,1 6 001,869,5 261 000,178 5

富 山  329,521,2 25 000,004 2 329,527,1 05

>000,002<>1<>000,002<>1<

)000,05()1()000,05()1(

]000,552[]2[]000,552[]2[

石 川  001,193,9 711 000,003 1 001,145,8 511 000,055 1

福 井  000,055,5 2 000,05 1 000,005,5 1

山 梨  000,01 1 000,01 1

]000,55[]2[]000,55[]2[

長 野  063,984,2 53 063,8 2 000,542 3 000,21 1 000,003 1 000,429,1 82

)000,06()1()000,06()1(

]000,72[]2[]000,72[]2[

岐 阜  703,257,51 833 000,16 9 009,642 9 000,960,8 551 775,882,1 31 038,680,6 251

)000,91()2()000,91()2(

静 岡  000,746,4 36 000,618,1 54 000,020,2 2 000,118 61

愛 知  007,304,1 14 007,813,1 83 000,58 3

(1) (6,000) (1) (6,000)

]411,6[]1[]411,6[]1[

三 重  775,140,2 85 000,6 1 000,54 4 775,099,1 35

滋 賀  000,47 2 000,47 2

[1] [13,000] [1] [13,000]

京 都  000,12 2 000,31 1 000,8 1

)000,13()1()000,13()1(

大 阪  000,13 1 000,13 1

奈 良  006,468 8 000,097 3 006,47 5

和 歌 山  006,543,2 15 000,054,1 5 006,598 64

鳥 取  009,749,1 9 000,007,1 1 000,402 5 009,34 3

)000,02()2()000,01()1()000,01()1(

島 根  864,204,1 39 000,01 1 000,92 4 864,363,1 88

岡 山  512,527,2 211 453,591,1 16 168,925,1 15

広 島  079,918 35 079,918 35

)000,005()3()000,005()3(

山 口  000,773,3 721 000,773,3 721

徳 島  000,945 11 000,09 6 000,02 1 000,934 4

愛 媛  004,118,2 46 000,97 5 004,552 11 000,286,1 3 000,597 54

高 知  005,275,3 39 000,982,1 23 005,681 7 000,000,1 1 000,790,1 35

>000,04<>1<>000,04<>1<

]851,620,1[]01[]000,05[]2[]851,679[]8[

福 岡  172,948,8 571 000,05 2 000,051 1 172,946,8 271

佐 賀  000,805,2 05 000,33 2 000,078,1 4 000,506 44

<1> <30,000> <1> <30,000>

(1) (10,000) (1) (10,000)

長 崎  005,873,2 821 000,06 3 000,832 2 005,080,2 321

)000,391,1()8()000,391,1()8(

]462,951[]9[]462,951[]9[

熊 本  689,650,86 195,2 003,852,1 35 000,01 3 686,887,66 535,2

大 分  006,026,2 111 001,826 62 005,299,1 58

宮 崎  000,561,01 97 000,628 93 000,253 7 000,001 1 000,056,7 3 000,732,1 92

>000,03<>1<>000,03<>1<

]005,201,1[]21[]005,61[]4[]000,680,1[]8[

鹿 児 島  093,809,91 158 080,901,3 251 008,489 24 015,418,51 756

(1) (16,000) (1) (16,000)

沖 縄  000,604 2 000,61 1 000,093 1

]000,001[]1[]000,001[]1[

仙 台  000,001 1 000,001 1

静 岡  000,057 1 000,057 1

浜 松  000,593 5 000,593 5

岡 山  672,651 1 672,651 1

)000,56()1()000,56()1(

北 九 州  000,58 2 000,58 2

福 岡  000,53 3 000,53 3

]001,511[]2[]001,511[]2[

熊 本  001,884 41 001,884 41

>004,346,4<>71<>000,45<>3<>000,052,1<>1<>000,040,3<>8<>004,992<>5<

)535,750,2()53()000,74()5()000,12()4()000,06()1()531,55()6()004,478,1()91(

[43] [3,429,956] [1] [91,193] [1] [144,000] [5] [223,180] [4] [16,500] [6] [2,200,000] [5] [78,765] [65] [6,183,594]

7 1,621,000 5,191 166,433,895 39 21,213,193 41 8,618,757 36 3,638,315 349 12,804,354 420 13,934,780 40 3,115,794 6,123 231,380,088 

直 轄 計  955,126,5 43 895,501 6 317,451 1 000,831 2 842,322,5 52

合 計 7 1,621,000 5,216 171,657,143 39 21,213,193 41 8,618,757 36 3,638,315 351 12,942,354 421 14,089,493 46 3,221,392 6,157 237,001,647 

※上段（   ）内書は、公園分、［　　］内書は、水道・下水道分、<　　>内書は、港湾･港湾に係る海岸分である。 注意書き

補助計

合 計冬 期 風 浪 及 び 風 浪 豪 雨 地 す べ り 融 雪 地 震 梅 雨 前 線 豪 雨 台 風 そ の 他

令和 7年　発生主要異常気象別被害報告 令和 7年12月26日現在（単位：千円）

※被害報告は、月 2回（15日、月末）国土交通省HPで公表。最新は下記をクリック
　https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/river/higaihoukoku.html
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